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天理市建設工事執行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和８年３月31日 

天理市長 並 河  健  

天理市規則第20号 

   天理市建設工事執行規則の一部を改正する規則 

 天理市建設工事執行規則（昭和48年２月天理市規則第４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

様式第４号中 

「 ２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第５

項において「保証の額」という｡)は、請負代金額の10分の１以上と

しなければならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を

付する場合は、当該保証は、第54条第３項各号に規定する者による

契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保

証を付したときは、当該保証は、契約保証金に代わる担保の提供と

して行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付し

たときは、契約保証金の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代

金額の10分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求す

ることができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができ

る。 

［注］ 金銭による保証ではなく、役務による保証を必要とする場

合にあっては、第４条は、次のとおりとする。 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、この契約による債務の

履行を保証する公共工事履行保証証券による保証（瑕疵担保特約を

付したものに限る｡)を付さなければならない。 

２ 前項の場合において、保証金額は、請負代金額の10分の３以上と
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しなければならない。 

３ 請負代金額の変更があった場合には、保証金額が変更後の請負代

金額の10分の３に達するまで、発注者は、保証金額の増額を請求す

ることができ、受注者は、保証金額の減額を請求することができ

る。 

 

 

 

 

」 

を 

「 ２ 受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法

（以下「電磁的方法」という｡)であって、当該履行保証保険契約の

相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場

合において、受注者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。 

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第

６項において「保証の額」という｡)は、請負代金額の10分の１以上

としなければならない。 

４ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を

付する場合は、当該保証は、第54条第３項各号に規定する者による

契約の解除の場合についても保証するものでなければならない。 

５ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保

証を付したときは、当該保証は、契約保証金に代わる担保の提供と

して行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付し

たときは、契約保証金の納付を免除する。 

６ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代

金額の10分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求す

ることができ、受注者は、保証の額の減額を請求することができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 

に改め、同様式第35条第８項中「第６項」を「第７項」に改め、同項を同条第

９項とし、同条第７項を同条第８項とし、同条第６項中「第２項」を「第３項」

に改め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「第２項」を「第３項」に、

「第３項」を「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中「第２
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項」を「第３項」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項を同条第４項と

し、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、同項を同条第３項とし、同条

第１項の次に次の１項を加える。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であっ

て、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措置を

講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を寄託し

たものとみなす。 

様式第４号第36条第１項中「前条第５項」を「前条第６項」に改め、同条第

３項を同条第４項とし、同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 受注者は、第１項又は第２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁

的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が

認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証

証書を寄託したものとみなす。 

様式第４号第38条第１項中「第35条第２項」を「第35条第３項」に改め、同

様式第41条第２項中「第35条第１項及び第２項」を「第35条第１項及び第３項」

に改め、同条第５項中「第36条第３項」を「第36条第４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の天理市建設工事執行規則の規定は、この規則の施行の日以後に公

告又は指名通知を行う工事に係る契約から適用し、同日前に公告又は指名通

知を行う工事に係る契約については、なお従前の例による。 


